
鳥取県の行政手続コスト削減
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鳥取県知事 平井伸治

資料１



ICMCI（国際公認経営コンサルティング協議会）世界会議2017

コンスタンチヌス賞 Gold Medal 受賞

鳥取県のカイゼン活動が継続して行われていることや、
自律的な活動が全庁で実施されていることが高く評価され、
日本勢初の快挙として､最高賞のゴールドメダルを受賞

鳥取県が作成した｢カイゼンマンガ｣は、
カイゼン活動の教材として英語やアラビア語に翻訳され、
海外の行政機関等で広く活用されている
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１ 鳥取県の行財政改革 ー これまでの改革の取組 ー

予算編成作業の
簡素効率化
財政課長･総務部長･
知事の三審制から、
原則知事一発査定へ
電子化・情報公
開の推進
データベースの活用
によりペーパーレス
化を推進
全ての事業を要求段
階からネット公開し、
透明度向上

次長ポスト廃止
専任次長ポストの廃
止等によりフラット型
組織を拡大
必要に応じ部内局長
や特命振興監を配置
プロジェクトチー
ムの活用
県政の重要課題には
部局横断のプロジェ
クトチームを組織し、
機動的に対応

積極的な外部委
託化
業務のアウトソーシ
ングを推進し、民間
にできることは民間
へ開放

PPP/PFIの拡大
公共施設の整備･運
営にあたって、
PPP/PFI手法の導入
を積極的に検討

業務改善の推進
民間企業の取組を参
考としたカイゼン活
動を推進し、業務の
ムリ・ムダを追放
全職員の生産性の
向上
全ての職員が事務作
業の改善等に取り組
み、職員ひとりひと
りの生産性を向上

将来に向けて持続可能な体制を目指し､あらゆる改革を推進

予算編成
の
改革

組織体制
の
改革

民間活力
の
導入

カイゼン
活動

給与水準見直し
県内民間給与との均
衡を特に重視した独
自の給与水準を設定

職制･職位見直し
年功型制度（わた
り）から人事評価に
よって職責に応じた
職位へ任用する仕組
みへ移行

給与制度
の
改革

貯金減らさず 借金増やさず
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１ 鳥取県の行財政改革 ー 定数・時間外勤務の削減 ー

組織体制の簡素合理化を推進し、過去10年で334人の定数削減を実施

継続的な時間外勤務削減の取組により、近年の実績は低水準を維持
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１ 鳥取県の行財政改革 ー 財政誘導目標 ー

継続的な時間外勤務削減の取組により、近年の実績は低水準を維持

平成29年度当初予算時点の歳入・歳出構造を継続した場合の推計
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１ 鳥取県の行財政改革 ー 規制緩和の取組例 ー
従来から、地域のニーズに応じた様々な規制緩和を実現

県の規制
を緩和

飲食店の営業許可の施設基準緩和
実態に合わない、トイレ以外の来客専用の手洗い設備の設置等について、食品
衛生法施行条例に定める許可基準から削除

屋外広告物の禁止区域内での規制緩和
規制区域内であっても、知事の許可があれば表示可能な制度へ改正

国の規制
を緩和

中山間地域等直接支払制度の規制緩和
中山間地域の耕作地を活用したギンザケ稚魚養殖場について、市町村の計画に基
づく場合は交付金返還対象から除外（計画外の取組も全額→転用地部分の返還へ緩和）

地域再生法の特例活用による全国初の農地転用
農産物加工販売等の複合施設を整備し、地場産業の振興及び雇用創出を図ること
を目的として近隣農地を施設用地に転用

鳥取県八頭町
大江の郷自然牧場

（鳥取県からの要望）

5



１ 鳥取県の行財政改革 ー 業務カイゼンの取組例 ー
H24～28の5年間で合計約▲2万6千時間の業務カイゼン効果を達成

予算要求の内訳資料の電算化や、決算作
業の分散化等を実施

年度末の時間外勤務を大幅縮減し1,000
時間の効率化

確認・手戻り作業に
要する時間の減により
1,000時間の縮減

申請者の
ミスが減少

【カイゼン活動例Ⅰ】競争入札参加資格者名簿の更新業務

【カイゼン活動例Ⅱ】
道路占用許可業務

県中部で年間400件を超える許可について、
DBを活用し、進捗状況の見える化・審査
表の自動作成化等を実施

審査時間の削減により600時間の効率化

【カイゼン活動例Ⅲ】
予算・決算事務

①申請書の様式及び記載説明の見直し
②Ｑ＆Ａをホームページで公開
③印鑑証明書は写しも可、納税証明書の
添付は省略
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１ 鳥取県の行財政改革 ー 知事一発査定の導入 ー
予算査定を原則知事段階のみへ見直し、時間外勤務を大幅に削減

＜従来＞
財政課長・総務部長・知事
の三段階査定

予算査定は施策実施の意思決定

原則知事一発査定へ見直し
予算編成時期の
時間外勤務
58％減少!!
H14～16平均とH27実績比較
（農林水産部・県土整備部本庁）
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１ 鳥取県の行財政改革 ー 鳥取県独自のガチンコ議会 ー
活発な論戦を行う『ガチンコ』議会でも職員の負担は最小限

毎定例会 質問日数 ７～８日を設定 （東京都は２日間）
Ø 会派代表質問 １～２日間 （東京都は１日間）
Ø 一般質問 ６日間 （東京都は１日間）

※質問人数に制限がないため、議員定数３５名の８割近くが登壇し、知事へ質問
※年間延べ１００名以上の議員との質問戦が繰り広げられる

議会との事前調整なし！台本のない議論を生中継のもとで実施

答弁資料の簡素化等を図り、職員の負担を軽減
・答弁資料は読み原稿ではなく要点のみを記載
・資料は厳選して添付
・議会対応での時間外勤務は極力行わないようマネジメントを徹底

8



１ 鳥取県の行財政改革 ー 民間活力の導入 ー
一定規模以上の施設整備・運営について、PPP/PFI手法を検討

現在、PPP/PFI手法の活用を検討している施設

■空港運営にコンセッション方式を
導入予定 （H30.7導入予定）

■水力発電施設について、コンセッション
方式の導入を検討（H32頃導入予定）
水力発電施設

空港ターミナルビル 鳥取空港全景

※博物館も改修時（美術館整備後のＨ３７以降を想定）にはＰＦＩ手法の活用を予定

■美術館の整備・運営にＰＦＩ手法の
導入を検討（H36頃開館予定）

博物館 博物館の美術展の様子
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２ 更なる規制改革の推進 ー 鳥取県規制改革会議の設置ー

規制改革のフロー

｢鳥取県規制改革会議｣を設置し､地域活性化に繋がる規制改革を推進

鳥取県規制改革会議県民からの
規制改革提案
（個人･企業･団体･市町村等）

有識者会議

鳥取県規制改革推進チーム
【県庁内プロジェクトチーム】

対応案等
報告

対応案への
意見･提案 規制改革の実現

高等教育機関 鳥取大学
金融機関 鳥取銀行

産
業
関
係

福祉分野 県社会福祉協議会
商工分野 商工会議所
農業分野 県ＪＡ中央会

市町村 倉吉市
一般公募委員 企業役員、自営業

鳥取県規制改革会議委員（８名 うち女性4名） 会議開催状況
第1回会議 平成29年5月22日開催
第2回会議 平成29年8月23日開催
第3回会議 （平成29年11月予定）

県の対応方針決定
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行政の手続を改革

２ 更なる規制改革の推進 ー 規制改革の取組 ー

行政の規制を改革

「規制の改革」と「行政手続の改革」を取組の柱として展開

社会環境の変化等に応じた規制改革により地域経済･県民活動を活性化

地域活性化イベントの道路占用料減免措置に係る市町村長推薦状の省略

継続的に開催されるイベントの場合、市町村の後援名義が記載されたチラシ等で確認できる場合
は、推薦状の提出を省略

床面積50㎡超の農家民宿に係る自動火災報知設備の設置支援

宿泊者の生命を守るため設置義務の緩和はできないが、魅力ある宿泊体験サービスを提供する民
泊事業者を対象に、自動火災報知設備の購入経費等を支援メニューとした補助制度を新設

市街化調整区域の開発許可に係る規制緩和

市街化調整区域内に孫分家住宅の建設を認める、区域内の空き家に移住を目的とした居住を認め
る等の規制緩和を実施
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行政の規制を改革 行政の手続を改革

２ 更なる規制改革の推進 ー 鳥取県の目標 ー
県民の利便性向上･事務効率化のため行政手続コストを30％以上削減

取組対象
分野

国の行政手続コスト削減重点９分野のうち、地方において取組可能な
３分野（許可・認可に係る手続、補助金の手続、地方税）を対象に取組

コスト
削減目標

【許認可及び補助金手続】
29年度末までに30％以上の行政手続コストを削減
【地方税】
法人県民税・法人事業税の電子申告（eLTAX：エルタックス）の
利用率を29年度末に70％以上へ（H28年度実績61.3%）

補助金 許認可 中間取りまとめ状況（H29.8月）
現状 削減後 削減率 現状 削減後 削減率 現状 削減後 削減率
161万時間 107万時間 33.7% 282万時間 210万時間 25.7% 443万時間 317万時間 28.6%

具体的な取組を推進中
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３ 行政手続コストの削減 ー 具体的な取組 ー

電子申請

とっとり電子申請サービスの活用
・原則全ての許認可、補助金の申請について、システム
を活用した電子申請に対応
※H16年度～電子申請の制度運用
H29年度にシステムリニューアル

・H30年度からは、手数料等についてクレジットカード
による電子収納を開始

手続きの電子化のほか、様々な削減項目を設定

・電子申請可能な手続きは、
H29:42件 →H30見込:650件以上
・許認可手数料等の全面的なクレジット収納
導入は、全国に先駆けた先進的な取組 13



３ 行政手続コストの削減 ー とっとり電子申請サービスー

とっとり電子申請
サービス

県担当者

Internet

庁内LANパソコンパソコン・スマホ等

住民・事業者
※ファイル無害化処理

インターネットで安全に手続きを行うことができ、簡単便利に

どこからでも
手続き可能

時間を気にする
必要なし 入力チェックで

間違い防止
データ書出･集計
機能を活用

窓口対応業務の
軽減

クレジット収納
で効率化
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３ 行政手続コストの削減 ー 具体的な取組 ー

申請様式・添付書類・審査方法の簡素化、県庁内の手続効率化

様式の記載項目等の見直し・不要な添付書類の削除など

手続きの電子化のほか、様々な削減項目を設定

例 ●児童福祉施設等の設置の認可
添付書類から「公図」を削除
●働くぞ！頑張る企業を応援する鳥取県大量雇用創出奨励金
添付書類から「雇用保険被保険者資格取得等確認通知書」
を削除

●漁業の変更の許可
添付書類から「漁具規模構造図」等を削除

例 ●Excel様式に計算式を設定し、作業効率化

他の書類で確認可能

他の書類で確認可能
新規申請時の
書類あり
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３ 行政手続コストの削減 ー 具体的な取組 ー

申請様式・添付書類・審査方法の簡素化、県庁内の手続効率化

Q&Aの作成･公開により補正時間を短縮

手続きの電子化のほか、様々な削減項目を設定

例 ●とっとり住まいる支援事業補助金
個人向け補助金のよくある質問をQ&A形式で公開
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３ 行政手続コストの削減 ー 具体的な取組 ー

申請様式・添付書類・審査方法の簡素化、県庁内の手続効率化

チェックリストを作成し、書類の漏れや誤りを防止

手続きの電子化のほか、様々な削減項目を設定

例 ●芸術・文化に親しみやすい環境整備支援事業補助金
申請者が確認しやすいようチェックリストを作成
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３ 行政手続コストの削減 ー 具体的な取組 ー

申請様式・添付書類・審査方法の簡素化、県庁内の手続効率化

共通の添付資料等の申請者情報を部局内で共有

手続きの電子化のほか、様々な削減項目を設定

例 ●商工労働部内で企業の財務諸表・定款資料を共有
データベースで情報共有し､同じ書類の提出は一度のみに
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３ 行政手続コストの削減 ー 具体的な取組 ー

申請様式・添付書類・審査方法の簡素化、県庁内の手続効率化

審査手続きを簡素合理化し、審査に要する期間を短縮

同時処理可能な手続きを一本化し、手続きを簡素化

手続きの電子化のほか、様々な削減項目を設定

例 ●情報通信産業における人材育成支援事業補助金
県外審査員はスカイプを活用し､審査会の日程調整を効率化

例 ●鳥取県中小企業調査・研究開発支援補助金
別に行っていた採択通知を省略し､交付決定通知に一本化
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